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土地開発基金の廃止について 

 

１ 設置目的及び概要 

土地開発基金（以下「基金」という。）は、「公用若しくは公共用に供する土地及

び公共の利益のため必要のある土地をあらかじめ取得する資金に充てる」ことを目

的に「小田原市土地開発基金に関する条例」（昭和 45年（1970年）３月 18日施行）

をもって設置した。また、条例施行規則により、「土地開発公社に無利子で貸し付け

ることができる」とされ、設置以来、土地開発公社（以下「公社」という。）に、基

金から無利子による貸付けを行ってきた。なお、平成 28 年度（2016 年度）以降は

基金から公社への貸付けを行っていない。 

現在、公社への貸付けを中止し５年が経過したが、公社運営上の支障はなく、ま

た、金融機関からの借入金の金利は、低金利のまま横ばい状態が続いており、公社

運営上支払利息の影響も少ない。 

 

２ 基金残高 

  2,221,778円（令和３年（2021年）３月 31日時点） 

 

３ 基金のあり方 

  本基金は定額資金運用基金であるが、運用原資となる基金総額も設置目的に照ら

すと少額であることから、基金を廃止する。 

基金を廃止するに当たり、「小田原市土地開発基金に関する条例」及び「小田原市

土地開発基金に関する条例施行規則」を廃止する。 
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市民交流センター管理運営事業について 

 

１ 目 的 

令和３年（2021年）４月１日以降、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を理由

として、行政から住民に対する外出自粛の要請及び新しい生活様式の普及と定着の

促進が図られる中で、おだわら市民交流センター（ＵＭＥＣＯ）では、開館時間の

短縮その他の利用抑制を行ったことに伴い、例年に比べて会議室の利用及び利用料

金収入が著しく減少している。 

このことから、指定管理者によるＵＭＥＣＯの管理運営の財源に不足が生じるた

め、指定管理料を増額する。 

 

２ 補正予算額 

  3,140千円（委託料 指定管理料） 

 

３ 算出方法 

  新型コロナウイルス感染症対策の影響が及ぶ収支項目の実績等により算出した。 

（単位：千円） 

内訳 令和３年度見込額 
過去３年度平均

（※） 
差額 

利用料金収入額（Ａ） 15,175 19,620 △4,445 

光熱水費支出額（Ｂ） 3,027 4,332 △1,305 

  不足額（Ａ－Ｂ） △3,140 

※平成 29年度（2017年度）から令和元年度（2019年度）までの３年間の平均 
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住民基本台帳システム改修事業について 
 
１ 目的 

国は、令和５年（2023年）２月以降に、マイナンバーカード所有者がオンライン

で転出届・転入予約を行い、転入地市区町村があらかじめ通知された転出情報によ

り事前準備を行うことで、転出・転入手続の時間短縮化、ワンストップ化を図るこ

ととしており、そのために必要な住民基本台帳システムの改修を行うものである。 

 

２ 財源 

社会保障・税番号制度システム整備費補助金【10/10】 

 

３ 作業スケジュール 

 令和３年度 令和４年度 

 後期 前期 後期 

補助金申請・交付決定 
 

 
  

 

契約準備・締結  
   

 

システム開発・改修   
  

 

運用テスト   
  

 

本稼働   
   

※システム稼働時期は令和５年２月頃を想定 


